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01  施設及び業務概況に関する調

   項     　　　　　　  目  行 数　　　値 項     　　　　　　目 行 数        値

1．明    治 0 1 2130601 (1) (3) 料  金  改  定  年  数 0 1 0200 (35)

事  業  創
2．大    正 (36)

(1) 設  認  可
3．昭    和

年  月  日
4．平    成 (4) 現行料金実施 3．昭  和 4280401 (37)

1．明    治 2150901 (2)     年   月   日 4．平  成

供      用
2．大    正 (5)

(ア)  家 庭 用
(注)

9.9 (38)

(2) 開      始
3．昭    和 金 (イ)  全    体 単位 5.3 (39)

年  月  日
4．平    成

0.1%
(40)

2. 法適用年月日 3．昭    和 4170801 (3)

4．平    成

   チ  ェ  ッ  ク  ( 1 + 2 ) 8,452,303 (4)

3. 管    理    者 設        置 (5)

非   設   置

(1) 行 政 区 域 内 現 在 人口(人) 79,044 (6) (1) 損 益 勘 定  所 属 職 員 31 (41)

(2) 計  画   給   水  人  口 (人) 80,300 (7)
7.

  原  水  関  係  職  員 (42)

4. (3) 現  在   給   水  人  口 (人) 78,520 (8) 職 う   浄  水  関  係  職  員 1 (43)

 チ  ェ ッ  ク  ((1)+(2)+(3)) 237,864 (9) 員   配  水  関  係  職  員 12 (44)

01     表    流    水 数 ち   検     針    職     員 (45)

(4) 種 02     ダ          ム   集     金    職     員 (46)

施 水 03     伏    流    水 (10) 人 (2) 資 本 勘 定  所 属 職 員 7 (47)

04     地    下    水 計  ( (1) + (2) ) 38 (48)

源 類 05     受          水 (49)

06     そ    の    他 (50)

(11) (51)

(5)  水    利    権           　a 20,300 (12) (52)

(6)  導  水  管  延  長  (千m)  b 4.39 (13) (53)

(7)  送  水  管  延  長  ( 〃)  c 185.94 (14)
8. (1)

ア  末    端 a 稼 働 中

設 (8)  配  水  管  延  長  ( 〃)  d 672.63 (15) 給     給水事業 b 建 設 中

(16) 水 イ  用    水 c 稼 働 中 (54)

(9)  浄  水  場  設  置  数     e 17 (17) 形     供給事業 d 建 設 中

(10) 配  水  池  設  置  数     f 95 (18) 態
(2) 簡       易

e 稼 働 中

(19)
    水 道 事 業

f 建 設 中

チ    ェ    ッ    ク
106,708 (20) (55)

5. (1)  配   水   能   力  57,145 (21) (56)

業 (2)  一 日 最 大 配 水 量 ( 〃 ) 33,973 (22) (1)    
当　然
全  部

(3)  年 間 総 配 水 量  10701.35 (23) (2) 簡       易
条  例
全  部

(57)

務 (4)  年 間 総 有 収 水 量 ( 〃 ) 8964.40 (24)
    水 道 事 業 条  例

財  務

チ    ェ    ッ    ク
2,057,693 (25) 10. 01  単   一   料   金    制

(1)
01  用        途        別 02  二   部   料   金    制

02  口        径        別 (26) 03  責   任   水   量    制
(58)

6. 03  そ        の        他 04  そ         の        他

(2) (ァ)  基  本  水  量  
税

8 (27) 11. 加       入       金(千円) 12,420 (59)

料 (ィ)  基  本  料  金  ( 円 )
込
み 1,544 (28)  導　水　管 1.05 (60)

料 金 (ゥ)  超  過  料  金 266 (29)  送　水　管 7.98 (61)

(   口  径  １３mm 2,077 (30)  配　水　管 79.81 (62)

  口  径  ２０mm 2,077 (31)  導　水　管 (63)

  口  径  １３mm 4,745 (32)  送　水　管 0.99 (64)

)

  口  径  ２０mm 4,745 (33)  配　水　管 3.78 (65)

(34)

( a ～ f )

((1)+(2)+(3)+(4))

料

金

体

系

末

端

給

水

家

庭

用

10m3／月

料

金

体

系

用

水

供

給

０１０ 水道事業

団 体 コ ー ド ３８２０３５

施 設 名 ００１ 末端給水事業

法適用企業法 適 ・ 非 適 １

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ３ 市営

黒 ・ 赤 字 別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）
水 源 区 分 ５

２

用 途 区 分

規 模 別 ０５

２

原 価 区 分

団 体 名 宇和島市

愛媛県

受水を主とするもの

給水原価163円以上251円未満（末端）

5万人以上 10万人未満

50％以上 80％未満

都 道 府 県 名

水道－11－２

（
）

上

水

道

事

業

(
  
  
  
  
  
 )

表示単位に注意すること。

列

番

号

(
  
  
)

( m3 )

( m3 ／日)

(m3／日)

( 千m3 )

(円／m3)

１３８２０３５０１ ０１０
コ
ー
ド

１か月 1 0 m 3

当 た り 料 金

１か月 2 0 m 3

当 た り料 金

9.

法

適

用

区

分

上水道事業

5 . ( 4 )年間総有収水量のうち、

簡 易 水 道 事 業 分
( 千m3 )

当年度

実質料金

改定率(％)

1.

事

業

開

始

年

月

日

小
数
点
第
二
位
ま
で
表
示

4.(6)～(8)導送配水

管延長のうち、法定

耐用年数を経過した

管路延長(千m)

4.(6)～(8)導送配水

管延長のうち、当該

年度に更新した管路

延長(千m)

小

数

点

第

二

位

ま

で

表

示
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20   損　益　計　算　書

列

項 目 行 金　　　　　　額 番 項   目    行 金　　額 　等

(千円) 号 (千円)

1. 総収益 (B)+(C)+(G)  (A) 0 1 2,596,532 (1) 5. 　 特   別　  利    益  　(G) 0 1 847 (48)

  (1)  営  業  収   益   (B) 2,384,429 (2) 　(1)　他   会   計   繰  入  金 (49)

ア　  給　  水　 収　 益 2,311,235 (3) 　(2)　固  定  資  産  売 却  益 (50)

うち簡易水道事業分 (4) 　(3)  そ　　　  　の　  　   他 847 (51)

(5) 6.   特    別    損    失    (H) 172 (52)

(6)   (1)  職　 員  　給 　 与　  費 (53)

(7) 　(2)  そ　　　 　 の　   　　他 172 (54)

(8) 7.     純 　利   益   429,193 (55)

(9) 8.　   純   損   失　(△) (56)

(10) 9.     (57)

   イ  受  託  工 事　収　益 1,698 (11) 10.    35,311 (58)

   ウ そ の 他  営  業 収 益 71,496 (12) 11.    464,504 (59)

      (ア) 他 会 計 負 担 金 4,243 (13)

      (イ) そ     の      他 67,253 (14) (60)

  (2)  営 業  外 収  益   (C) 211,256 (15) (61)

   ア  受 取 利 息及び配当金 1,501 (16) (62)

   イ  受  託 工  事  収  益 (17) (63)

　 ウ  国   庫   補   助  金 (18) 32,981 (64)

   エ  都 道 府 県 補  助 金 (19) 12,299 (65)

　 オ  他  会  計  補  助 金 9,208 (20) 18,845 (66)

(21) 01行64列 (67)

　 カ  長 期 前 受 金 戻 入 196,783 (22) の内訳 (68)

　 キ  資 本 費 繰 入 収 益 (23) 1,837 (69)

 　ク  雑　　    収 　    益 3,764 (24) (70)

2. 総 費 用(E)+(F)+(H)   (D) 2,167,339 (25) (71)

  (1)  営   業  費　用 (E) 2,077,477 (26) (72)

ア
原 水 及 び 浄 水 費

771,065 (27) (73)

イ 配 水 及 び 給 水 費 258,045 (28) (74)

ウ 受　 託　 工　事　費 153 (29) 196,783 (75)

(30) うち 196,366 (76)

(31)

(32) 0 2 (1)

エ 業　　　務　　　費 144,452 (33) (2)

オ 総　　　係　　　費 121,792 (34)  他　会　計 　繰　入　金　合　計 13,451 (3)

カ 減　価　償　却　費 772,045 (35) 　 (1)　繰出基準に基づく繰 入 金 13,451 (4)

キ 資　産　減　耗　費 9,925 (36) 　 (2)　繰出基準以外 の 繰 入 金 (5)

ク その他 営 業 費 用 (37)
　   ア 

(6)

(38) 　　 イ 繰出基準の事由以外の繰入 (7)

(39) (8)

  (2)  営 業 外 費 用    (F) 89,690 (40) ・消費税及び地方消費税に関する調

　 ア　支　　払　　利　　息 89,487 (41) 収益的  税　　     抜　      き 2,596,154 (9)

　 イ　企 業 債 取 扱 諸 費 (42) 収　入  税　　     込　　    み 2,785,855 (10)

   ウ　受　 託　 工　事　費 (43) 収益的  税　   　  抜　      き 2,167,249 (11)

   エ　繰  延  勘 定  償 却 (44) 支　出  税　　     込    　　み 2,246,397 (12)

   オ その 他 営 業 外 費用 203 (45) (13)

3.　  経　常　利　益 428,518 (46) 46,650 (14)

4.　  経　常　損　失　(△) (47) ・キャッシュ・フロー計算書に関する調

(1) 1,020,013 (15)

(2) △1,355,186 (16)

(3) 477,970 (17)

(4) (18)

(5) 142,797 (19)

(6)  資　 金　 期　 首　 残　 高 1,784,536 (20)

(7)  資　 金　 期　 末　 残　 高 1,927,333 (21)

93,061 (22)

20,728 (23)

01行22列 31,674 (24)

の内訳 23,727 (25)

(26)

20,361 (27)

7,232 (28)

(受 水 費 を 含 む)

(A)-(D)

０１０ 水道事業

団 体 コ ー ド ３８２０３５

法 適 ・ 非 適 １ 法適用企業

施 設 名 ００１ 末端給水事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ３ 市営

黒・赤字別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

都道府県名

団 体 名

愛媛県

宇和島市

１３ ８ ２ ０ ３ ５２０ ０ １ ０
コ

「 0 2行 0 5列」のうち、国の補正予算等
に 基 づ く 事 業 に 係 る 繰 入

還 付 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 額

確 定 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 額

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
( 又 は 前 年 度 繰 越 欠 損 金 )

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

繰 出 基 準 に 基 づ く 事 由 に
係 る 上 乗 せ 繰 入

消費税及
び地方消
費税額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
( 又は当 年度未 処理欠損 金 )

業 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額

( 又 は 減 少 額 )

｛ (B + C) - (E + F) ｝

収 益 的 支 出 に 充 て た 企 業 債

収益的支出に充てた他会計借入金

「 0 1 行 2 6 列 」 の う ち 、 退 職 給 付 費

（会計基準の見直し等に伴う経過措置分）

「 0 1 行 5 3 列 」 の う ち 、 退 職 給 付 費

（会計基準の見直し等に伴う経過措置分）

「 0 1 行 2 6 列 」 の う ち 、

各 種 引 当 金 繰 入 額 の 合 計

「01行26列」のうち、たな卸資産評価損

「 0 1行 5 4列」のうち、繰延資産償却

「 0 1行5 1列」のうち、長期前受金戻入

「 0 1行 2 2列」のうち、上水道事業分

減価償却に伴い収益化したもの

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

寄 付

受 贈

そ の 他

退職給付引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

そ の 他 引 当 金 繰 入 額

賞 与 引 当 金 繰 入 額

修 繕 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

資 金 に 係 る 換 算 差 額

「 0 1 行 5 4 列 」 の う ち 、 減 損 損 失 額
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21  費  用  構  成  表

列
   項                 目 行 金　　　　　額 番 項              目 行 金額（千円）等

(千円) 号

1. (1) 基      本      給 0 1 127,269 (1) 年 間 延 職 員 数(人) 0 1 456 (30)

職 (2) 手              当 64,152 (2) 年 度 末 職 員 数(人) 38 (31)

員 (3) 賃              金 (3) 基　　　　本　　　 給 155,078 (32)

給 (4) 退  職  給  付  費 40,123 (4) 16. 内 給 料 150,209 (33)

与 (5) 法  定  福  利  費 39,813 (5) 給 扶　　養 手　当 4,869 (34)

費 (6)         計 271,357 (6) 与 訳 地　　域 手　当 (35)

2.  支     払     利     息 89,487 (7) に 手 当 76,763 (36)

内 (1) 89,487 (8) 関 時 間 外 勤 務 手 当 7,069 (37)

(2) (9) す 内 特 殊 勤 務 手 当 2,449 (38)

訳 (3) (10) る 訳 期 末 勤 勉 手 当 60,000 (39)

3. 減   価   償    却   費 772,045 (11) 調 そ　　　の 　他 7,245 (40)

4. 動        力         費 6,954 (12) 計 231,841 (41)

5. 光　　 熱 　　水   　費 2,559 (13) 延　　　年　 　齢(歳) 1,788 (42)

6. 通　 信 　運 　搬  　費 10,331 (14) 延　経　験　年 数(年) 848 (43)

7. 修        繕         費 102,605 (15) 退 職 手 当  支 出 額 40,123 (44)

8. 材        料         費 1,592 (16) 内 収 益 的 支 出 分 40,123 (45)

9. 薬        品         費 3,986 (17) 資 本 的 支 出 分 (46)

10. 路　 面 　復　  旧　 費 14,677 (18) 訳 (47)

11. 委        託         料 292,286 (19) 支給 対象 人員 数(人) 7 (48)

(1)原 水 及 び 浄 水 費 219,782 (20) 延  支 給  月　数(月) 69.255 (49)

内 (2)配 水 及 び 給 水 費 35,363 (21) 延  勤 続　年  数(年) 50 (50)

(3)業　　　 務　　　 費 35,372 (22) 18. 広  報  活   動   費 (51)

訳 (4)総　　　 係　　　 費 1,769 (23)
給

与

す

る 職員一人当たり平均給与 508 (52)

(5)そ　　　 の　　　 他 (24)
に

関

調
退職手当平均支給月数 10 (53)

12. 負        担         金 47,457 (25) 19. 受　託　工 　事 　費 153 (54)

13. 受        水         費 485,214 (26) 20. 附　帯　 事　 業　費 (55)

う ち 資 本 費 相 当 額 148,648 (27) 21. 材料及び不用品売却原価 201 (56)

14. そ        の         他 66,263 (28) 22. 経　　常　　費  　用 2,167,167 (57)

15. 費    用     合      計 2,166,813 (29) (58)

基 準 額 1,777 (59)

実繰入額 1,777 (60)

(61)

(62)

(63)

 2．(1)企業債利息 0 2 (1)

 3．減 価 償 却 費 (2)

13． (3)

15．費　用　合　計 (4)

辺　地　債　分 (5)

過　疎　債　分 (6)

資本費平準化債分 (7)

(8)

災害復旧事業債分 (9)

(10)

(11)

上水道事業分 89,487 (12)

辺　地　債　分 22 (13)

過　疎　債　分 858 (14)

資本費平準化債分 (15)

(16)

災害復旧事業債分 (17)

(18)

1. 受水費のある事業にあっては,受水費中の列27「うち資本費相当額」を記入すること。

なお，資本費相当額とは用水供給事業等の給水原価に占める資本費の割合を当該受水費に乗じて算出したものとする。

2. 委託料とは,浄水場等の施設運営委託,検針,料金徴収,庁舎清掃等の委託に要する経費の合計額を記入すること。

３８２０３５

1 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

施 設 名 ００１ 末端給水事業

０１０ 水道事業

経 営 主 体 ３ 市営

黒 ・ 赤 字 別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ 規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

宇和島市団 体 名

愛媛県都道府県名

※
通勤

手当

は税

抜き

水道－11－４ １３８２ ０３ ５ ２１ ０１０
コ
ー

退 職 給 付 引 当 金
取 り く ず し 額

企 業債 利息 に対 して
繰 入 れ た も の

受 水 費 の う ち

資 本 費 相 当 額

う

ち

う
ち
簡
易
水
道
事
業
分

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

他会計借入金等利息

17.

退

職

関

す
る

調

に

02

行

01

列

の

う

ち

01

行

08

列

の

う

ち

公 営 企 業 施 設
等 整 理 債 分

公 営 企 業 施 設

等 整 理 債 分

01行08列
の う ち

償 却 原 価 法 に よ る 利 息

相 当 分 を 除 い た 企 業 債 利 息

01行08列のうち、償却原価法による利
息 相 当 分 を 除 い た 企 業 債 利 息

未 利 用 施 設 の 利 子 に

充 て る 企 業 債 分

未 利 用 施 設 の 利 子 に

充 て る 企 業 債 分
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22  貸 借 対 照 表

列

   項     　　　　　　     目  行 金　　　額 番    項     　　　　　　     目  行 金　　　額
(千円） 号 (千円）

1.  固         定         資          産 0 1 13,864,927 (1) 9.     資     　　  　本  　　　　　　　金 0 1 5,866,851 (46)

(1) 有    形    固     定    資    産 13,542,047 (2)   ア                              　　 1,730,285 (47)

  ア   土                        地 672,205 (3)   イ (48)

  イ   償      却       資       産 28,385,315 (4) ウ 400,130 (49)

 う   ち   リ   ー   ス   資   産 (5) エ 　　　　　　　　　　　  　       3,736,436 (50)

ウ   減 価  償  却  累 計  額(△) 15,768,831 (6) 10.     剰     　　  　余  　　　　　　　金 2,069,088 (51)

 うちリース資産減価償却累計額(△) (7) (1)    資     本      剰      余　　 金 8,807 (52)

エ   建    設    仮     勘     定 253,358 (8)    ア    国     庫      補     助    金 5,980 (53)

オ   そ          の            他   イ     都   道   府  県  補   助   金 536 (54)

(2) 無    形    固     定    資    産 322,880 (9) ウ    工     事      負     担    金 780 (55)

(3) 投  資  そ  の  他   の   資   産 (10) エ    再   評    価    積    立   金 (56)

(11) オ    そ          の              他 1,511 (57)

(12) (2)    利     益      剰      余　　 金 2,060,281 (58)

(13)    ア    減     債      積     立    金 1,244,988 (59)

2. 流         動         資         産 2,351,662 (14)    イ    利     益      積     立    金 11,100 (60)

(1) 現    金    及     び    預    金 1,927,333 (15) ウ    建   設   改  良  積   立   金 339,689 (61)

(2) 未　収　金　及 び　未　収　収　益 408,921 (16) エ    そ   の    他    積    立   金 (62)

(3) 貸　　倒　　引　　当　　金　 (△) 9,585 (17) 464,504 (63)

(4) 貯             蔵              品 24,975 (18) (64)

(5) 短    期    有     価    証    券 (19) 429,193 (65)

3. 繰         延         資         産 (20) (66)

4. 資         産         合         計 16,216,589 (21) 11. そ  の  他  有 価 証 券 評 価 差 額 (67)

5. 固         定         負         債 4,979,156 (22) 12. 資         本         合         計 7,935,939 (68)

(1) 4,836,988 (23) 13. 負    債   ・   資    本    合   計 16,216,589 (69)

(2) (24) 14. 不         良         債         務 (70)

(3) (25) 15. 実    質   資   金    不    足   額 (71)

(4) (26) 16. 　 資　　本　　 不　　足　　額　　(△) (72)

(5) (27) 17. 　 資本 不 足 額（繰延収益控除後）(△) (73)

(6) 142,168 (28) 経      常      利       益 428,518 (74)

(7) (29) 経     常     損     失(△) (75)

(8) (30) 0 2 142,168 (1)

6. 流         動         負         債 656,019 (31) (2)

  (1) 467,508 (32) (3)

  (2) (33) (4)

  (3) (34) 22,834 (5)

  (4) (35) (6)

  (5) 22,834 (36) (7)

  (6) (37) (8)

  (7) (38) ア (9)

  (8) 133,568 (39) (10)

  (9) 2 (40) (11)

  (10) 32,107 (41) イ (12)

7. 繰         延         収         益 2,645,475 (42) (13)

  (1) 6,578,752 (43) (14)

  (2) 3,933,277 (44) ウ (15)

8. 負         債         合         計 8,280,650 (45) エ (16)

オ (17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

3,139,786 (23)

881,971 (24)

1,464,727 (25)

23,727 (26)

(27)

829,135 (28)

239,406 (29)

う

ち オ

う
ち

利 益 剰 余 金

再 掲

水道事業０１０

３８２０３５

１ 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

宇和島市団 体 名

愛媛県都道府県名

経 営 主 体 ３ 市営

黒 ・ 赤 字 別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ 規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

施 設 名 ００１ 末端給水事業

再 評 価 組 入 資 本 金

繰 入 資 本 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 利 益

当 年 度 純 損 失 (△)

(△)

１３８２ ０３ ５２２ ０１０

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

他 公 営 企 業 出 資 金

そ の 他 出 資 金

他 会 計 貸 付 金

そ の 他 貸 付 金

短 期 貸 付 金

うち
一 般 短 期 貸 付 金

他 会 計 貸 付 金

内訳

内訳

出 資 金

長 期 貸 付 金

基 金

当 年 度 未 処 分

組 入 資 本 金
(造 成 資 本 金)

固 有 資 本 金
(引 継 資 本 金)

0 1 行 1 0 列

の う ち

0 1 行 1 4 列

の う ち

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 長 期 借 入 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 長 期 借 入 金

修 繕 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 の 長 期 借 入 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

一 時 借 入 金

未 払 金 及 び 未 払 費 用

前 受 金 及 び 前 受 収 益

そ の 他

引 当 金

そ の 他

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 の 長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

再 建 債

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 ( △ )

01行32列及び
3 3 列 の う ち

再 建 債

0 1 行 2 8 列

の 内 訳

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

0 1 行 3 6 列

の 内 訳

投 資 有 価 証 券

前払退職手当組合負担金

地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務
（ P F I 法 に 基 づ く 事 業 に 係 る 建 設 事 業 費 等 ）

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

寄 付

受 贈

そ の 他

0 1 行 4 3 列

の 内 訳
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23  資本的収支に関する調

列

   項     　　　　　　目  行 金     額 番 　    項     　　　　目  行 金額(千円)等
(千円) 号

(1)  企        業         債 0 1 390,100 (1) チ   ェ    ッ   ク(1～8) 0 2 38,264,942 (1)

   ア 建設改良のための企業債 390,100 (2) 投     資     額(税込み) (2)

   イ そ        の        他 (3) 国                費 (3)

(2)  他  会  計   出  資  金 101,109 (4) 都  道   府   県  費 (4)

資 (3)  他  会  計   負  担  金 12,965 (5) 市    町    村    費 (5)

(4)  他  会  計   借  入  金 (6) 658 (12)

本 (5)  他  会  計   補  助  金 (7) 上  記 補 助 対 象 事 業 分 (13)

(6)  固 定 資 産 売 却 代 金 (8) の内訳 単  独   事   業  分 658 (14)

的 (7)  国   庫    補   助   金 60,965 (9) (15)

(8)  都 道  府  県  補 助 金 (10) 取  得  用  地  面  積  (㎡) 272 (16)

収 (9)  工   事    負   担   金 45,470 (11) 上  記 (17)

(10) そ         の        他 (12) の内訳 単 独 事  業 分 (㎡) 272 (18)

入 (11) 計    (1)～(10)     (a) 610,609 (13) (19)

(12) (14) 建設改良費の翌年度への繰越額 123,900 (20)

(13) (15) 上  記 補 助 対 象 事 業 分 (21)

(14) 純計 (a)-{(b)+(c)}  (d) 610,609 (16) の内訳 単  独   事   業  分 123,900 (22)

(1) 966,139 (17) 継 続 費  逓 次 繰 越 額 (23)

う  49,636 (18) 建 設  改  良  繰  越 額 123,900 (24)

ち  (19) 事 故  繰  越  繰  越 額 (25)

 239,059 (20) 事   業    繰    越   額 (26)

119,997 (21) 01行17列 (27)

 727,080 (22) の 内 訳 966,139 (28)

資 270,103 (23) 他  会  計  繰  入  金  合 計 114,074 (29)

企 内 (24) 114,074 (30)

業 390,100 (25) (31)

債 訳 (26) ア (32)

本  国   庫    補    助   金 60,965 (27) イ (33)

 都  道  府  県 補  助 金 (28) (34)

 工   事    負    担   金 45,470 (29) (35)

 他  会   計   繰  入  金 (30) 基 準 額 23,727 (36)

的  そ        の          他 469,604 (31) 実繰入額 23,727 (37)

(2) 456,183 (32) 基 準 額 1,777 (38)

う (33) 実繰入額 1,777 (39)

支 (34) (40)

ち (35) (41)

    ア  建設改良のための企業債 412,900 (36)
繰

入 基 準 額 25,504 (42)

    イ  そ        の        他 43,283 (37)
再

掲 実繰入額 25,504 (43)

出 (3) (38) (44)

(4) (39) (45)

(5) そ         の         他 4,265 (40) (46)

(6) 計     (1) ～ (5)    (e) 1,426,587 (41) (47)

差   引 (1)  差          　額 (42) (48)

 (d)-(e) (2) 不 足 額 (△)(f) 815,978 (43) (49)

(1) 132,795 (44) (50)

(2) 584,620 (45) (51)

補 (3) (46) (52)

塡 (4) (47) 456,183 (53)

財 (5) 35,311 (48) 731 (54)

源 (6) (49) う 15,634 (55)

(7) 63,252 (50) (56)

63,252 (51) (57)

(8) 計     (1) ～ (7)    (g) 815,978 (52) ち (58)

補塡財源不足額 (△)  (f) - (g) (53) (59)

当年度同意等債で未借入又は未発行の額 (54) (60)

1. 固      定      資     産 12,351,752 (55) (61)

2. 流      動      資     産 2,051,558 (56) う (62)

3. う   ち    未    収    金 250,164 (57) (63)

4. 資　　　    本　　　   金 5,366,532 (58) ち (64)

5. 剰          余         金 1,633,143 (59) (65)

6. 負  債 ・ 資  本   合  計 14,403,310 (60) (66)

7. 繰　　　延　　 収　　　益 2,208,483 (61)

8. そ の 他 有価証券評価差額 (62)

う ち 翌 年 度 へ 繰 越 さ れ る

支 出 の 財 源 充 当 額 ( b )

前 年 度 同 意 等 債 で

今 年 度 収 入 分 ( c )

01

行

17

列

の

内

訳

上 記 に 対 す る 財 源

と し て の 企 業 債

上 記 に 対 す る 財 源

と し て の 企 業 債

他 会 計 か ら の

長 期 借 入 金 返 還 額

3.

補 助 対 象 事 業 費

単 独 事 業 費

建 設 利 息

他 会 計 へ の 支 出 金

企 業 債 償 還 金

う ち 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

資 本 的 収 支 調 整 額

期

首

資

産

等

状

況

調

行

政

投

資

実

績

調

財

源

内

訳

｢ 0 2 行 1 2 列 ｣の う ち 先 行 取 得 用 地 分

｢ 0 2行 16列｣のうち先行取得用地面積 (㎡ )

02

行

20

列

の

内

訳

繰 出 基 準 に 基 づ く 事 由 に

係 る 上 乗 せ 繰 入

補助対象事業分 (㎡ )

新 増 設 に 関 す る も の

改 良 に 関 す る も の

｢ 0 1行 1 7列｣のうち用地取得費

( 1 ) 繰 出 基 準 に 基 づ く 繰 入 金

( 2 ) 繰 出 基 準 以 外 の 繰 入 金

繰 出 基 準 の 事 由 以 外 の 繰 入

宇和島市団 体 名

愛媛県都道府県名

水道事業０１０

水道－11－６

｢
｣

建

設

改

良

費

の

財

源

内

訳

01

行

17

列

３８２０３５

１ 法適用企業

１

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

施 設 名 ００１ 末端給水事業

経 営 主 体 ３ 市営 用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

当 年 度 利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 利 益 剰 余 金 処 分 額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金

積 立 金 取 り く ず し 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

職 員 給 与 費

建 設 改 良 費

１３ ８ ２ ０ ３５２３ ０１０
コ
ー
ド

｢
｣

企業債償還に対して繰入

れ た も の

「 2 1表 5 9 ,6 0列」再掲

企 業 債 利 息 に 対 し て

繰 入 れ た も の

企業債元利償還金

に対して繰入れた

も の

民 間 資 金 に よ る 借 換 に か か る も の

う

ち

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

そ の 他

0 1行 0 3列

の う ち

01行32列

の う ち

上 水 道 事 業 分

( 繰 上 償 還 分 除 く 。 ）

辺 地 債 分

過 疎 債 分

資 本 費 平 準 化 債 分

公営企業施設等整理債分

災 害 復 旧 事 業 債 分

簡 易 水 道 事 業 分

( 繰 上 償 還 分 除 く 。 ）

辺 地 債 分

過 疎 債 分

資 本 費 平 準 化 債 分

公営企業施設等整理債分

災 害 復 旧 事 業 債 分

政 府 資 金 に 係 る

繰 上 償 還 金 分

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

に 係 る 繰 上 償 還 金 分

そ の 他 資 金 に 係 る

繰 上 償 還 金 分

「 0 2 行 3 1 列 」 の う ち 、 国 の 補 正 予 算 等

に 基 づ く 事 業 に 係 る 繰 入

財 政 融 資 資 金
地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金

そ の 他

6.

5.

4.

2.

1.

借 換 に 係 る も の

資 本 費 平 準 化 債 に 係 る も の

簡
易
水
道

事

業

分

借 換 債 分

借 換 債 分



[AGNHY506]

24  企 業 債 に 関 す る 調

列番号 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

項　           　 　　目 行 起債前借 1.0%未満 1.0%以上2.0%未満 2.0%以上3.0%未満 3.0%以上4.0%未満 4.0%以上5.0%未満

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1. 0 1 1,403,581 1,784,606 1,745,248 170,932 200,129

財政融資 0 2 505,310 290,466 859,473 126,355 162,064

郵便貯金 0 3

2.
簡易生命
保　　険

0 4

(2) 0 5 898,271 1,351,025 885,775 44,577 38,065

(3) 0 6

(4) 0 7 143,115

(5) 0 8

(6) 0 9

(7) 1 0

(8) 1 1

(9) 1 2

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)

項　           　 　　目 行 5.0%以上6.0%未満 6.0%以上7.0%未満 7.0%以上7.5%未満 7.5%以上8.0%未満 8.0%以上 合      計 合　計　の 　内　訳

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 証書借入分  (千円) 証券発行分  (千円) (千円)

1. 0 1 5,304,496 5,304,496 218,249

財政融資 0 2 1,943,668 1,943,668

郵便貯金 0 3

2.
簡易生命
保　　険

0 4

(2) 0 5 3,217,713 3,217,713

(3) 0 6

(4) 0 7 143,115 143,115

(5) 0 8

(6) 0 9

(7) 1 0

(8) 1 1

(9) 1 2

(1) 政 府 資 金

水
道

－
11
－
７

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

共 済 組 合

交 付 公 債

そ の 他

企 業 債 現 在 高

３８２０３５

１ 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別

経 営 主 体

水 源 区 分

３ 市営

１ 経常利益を生じた事業（黒字） ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

用 途 区 分

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

２ 50％以上 80％未満

団 体 名

都 道 府 県 名

０１０ 水道事業

宇和島市

愛媛県

００１ 末端給水事業施 設 名

内

訳

(1) 政 府 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

共 済 組 合

交 付 公 債

そ の 他

内

訳

企 業 債 現 在 高

政 府 保 証 付 外 債

政 府 保 証 付 外 債

１３ ８ ２ ０ ３ ５２４
コ
ー
ド

０１０

「合計」のうち建設改良費等以外の経

費に対する企業債現在高

建設改良費及び準建設改良

費以外の経費に対する企業

債残高を資金別に記入する

こと。

企業債の償還に要する資金の全部又は

一部を一般会計等において負担する

ことを定めている場合、その金額



[AGNHY687]

25  職種別給与に関する調
　 　

列
   項     　　　　　　目  行 金額（千円)等 番 　 項     　　　　　　目  行 金額（千円)等

号

(人) 0 1 216 (1) 　 0 1 (41)

(人) 18 (2) 　 (42)

70,237 (3) 　 (歳) (43)

33,555 (4) 　 　 (年) (44)

1,789 (5) 　 　(人) 456 (45)

436 (6) 　 　(人) 38 (46)

　
27,162 (7) 　 155,078 (47)

4,168 (8) 　 76,763 (48)

103,792 (9)  　 7,069 (49)

(歳) 823 (10) 　 　 2,449 (50)

 (年) 364 (11) 　 60,000 (51)

(人) 240 (12) 　 7,245 (52)

(人) 20 (13) 231,841 (53)

84,841 (14) 　(歳) 1,788 (54)

43,208 (15) 　　 (年) 848 (55)

5,280 (16) 150,209 (56)

2,013 (17) 4,869 (57)

32,838 (18) (58)

3,077 (19)

128,049 (20)

　
　　 (歳) 965 (21)

　 　　 (年) 484 (22)

　 　　 (人) (23)

　 　　　　 (人) (24)

　 　　 (25)

　 　　　 　　 (26)

　
　　 (27)

　 (28)

　 　　 (29)

　 　 　　 (30)

　
　 　　

　　 (31)

　　 (歳) (32)

　　 (年) (33)

　　　 (人) (34)

 (人) (35)

　 　 (36)

　 　 (37)

　
内

　 (38)

　 (39)

訳
　 (40)

　 　

　 　

　 　

　 　水道－11－８

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

内

訳

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

（1）

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

内

訳

（2）

(3)

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

(4)

そ

の

他

内

訳

内

訳

(4)

そ

の

他

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

内
訳

(5)

(注)通勤手当は税込みで記入すること。

団体コード ３８２０３５

法適用企業法適・非適 １

施 設 名 ００１ 末端給水事業

水道事業０１０

団 体 名 宇和島市

愛媛県都道府県名

事

務

職

員

集

金

・

検

針

員

１３８２０３５２５ ０１０
コ
ー
ド

１

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

経 営 主 体 ３ 市営 用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

技

術

職

員

合

計

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当

基

本

給

内

訳

47
列



[AGNHY507] 30 施設及び業務概況に関する調(付表)

列
項   目 　行 数　　　　　値 番    項   目 　  行 数　　　　　値

号

1・  給　  水  　戸 　 数  (戸) 0 1 37,866 (1) 5. 0 1 (35)

(1) 取　水　能　力 48,515 (2)
給区
水域

給 水 区 域 面 積 (ha) 現　在 10,833 (36)

2. ① ダム以外の表流水 (〃) 802 (3) 6. 計 画 年 間 給 水 量 16,932 (37)

内 ② ダムによるもの (〃) 18,797 (4) 7. (38)

能 ③ 伏　　流　　水 (〃) (5) 現在 (39)

④ 地　　下　　水 (〃) 7,390 (6) (40)

訳 ⑤ 受　　　　　水 (〃) 21,526 (7)   チ ェ ッ ク     ( 5. + 6. + 7. ) 27,765 (41)

力 ⑥ その他 の水 源 (〃) (8) (42)

(9) (43)

(10)
8.
箇

上     水     道     の      数 1 (44)

(11)
所
数

簡   易   水   道     の     数 (45)

3. (1)  取 　水　  量 29,952 (12) 9. 独立行政法人水資源機構 元金 (46)

(13) 割賦負担償還額（千円） 利息 (47)

水 (2)  配　   水 　  量 (〃) 29,319 (14) (48)

(3)  有   収   水   量 (〃) 24,560 (15) (49)

内  ア　家　 庭　 用 (〃) 18,148 (16) 10. (1)　 取　    水　    部　    門 63,851 (50)

量  イ　工 　場 　用 (〃) 1,050 (17)
有
形

(2)　 導　    水    　部    　門 147,113 (51)

訳  ウ　そ 　の 　他 (〃) 5,362 (18)
固
定

(3)　 浄　    水　    部   　 門 1,521,794 (52)

(19)
資
産

(4)　 送   　 水    　部  　  門 1,717,888 (53)

(20)
額

(5)　 配   水   給  水   部 　門 8,821,342 (54)

(21)
千
円

(6)　 そ   の     他    部    門 1,270,059 (55)

(22)  　　 計　 　(1)  ～  (6) 13,542,047 (56)

(23) 11. 検 針 業 務 (%) 100.0 (57)

(24) 給 水 工 事 業 務 (%) 100.0 (58)

(25) 全部導入１

4.
(1)前 年 度 末 現 在 数 (個) 2,774 (26) 施設設備管理の遠隔制御 一部導入２  (59)

(2)当 年 度 設  置  数 (〃) 120 (27) 導入なし３

(3)当 年 度設 置総 額(千円) 15,224 (28) 全部導入１

(4)当年度維持管理費    (〃) 12,965 (29) 一部導入２  (60)

(5)当 年 度 末 現 在 数　(個) 2,870 (30) 導入なし３

01行29列のうち職員の人件費 (千円) (31) 水 道 料 金 徴 収 に 全部導入１ 0 2

か か る 電 算 化 一部導入２  (1)

導入なし３

全部導入１

人 事 ・ 給 与 シ ス テ ム 一部導入２  (2)

(32) 導入なし３

全部導入１

財 務 会 計 シ ス テ ム 一部導入２  (3)

導入なし３

(33) 全部導入１

設 計 積 算 シ ス テ ム 一部導入２  (4)

(34) 導入なし３

BTO 方 式 １

Ｐ Ｆ Ｉ 方 式 BOT 方 式 ２  (5)

その他方式３

導入なし４

第 三 者 へ の 業 務 委 託 導 入 済 １  (6)

導入なし２

用 水 供 給 先 団 体 数

水道事業０１０

団 体 コ ー ド ３８２０３５

法 適 ・ 非 適 １ 法適用企業

施 設 名 ００１ 末端給水事業

事 業 区 分１ 上水道事業のみ

経 営 主 体３ 市営

黒 ・ 赤 字 別１ 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

水道－11－９

税
込
み

都 道 府 県 名

団 体 名

愛媛県

宇和島市

用団

水

供体
給
先数

（m3／日）

（m3／日）

（千m3）

( 
  
 )

１３８２０ ３５ ３０ ０１０
コ
ー
ド

消

火

栓

設

況

状

置

業

務

の

託

化

・

等

委

化

Ａ

Ｏ 施 設 設 備 管 理 の

テ レ メ ー タ

の 導 入



[AGNHY688]

40  繰入金に関する調

列

   項     　　　　　　　目 金　　　額 番 項     　　　　　　　　目 金　　　額

(千円) 号 (千円)

(1) 基 準 額 0 1 4,243 (1)     基 準 額 0 2 (1)

営 実繰入額 4,243 (2) 実繰入額 (2)

基 準 額 4,243 (3) 2.     基 準 額 (3)

業 実繰入額 4,243 (4) 実繰入額 (4)

1. 基 準 額 (5)     基 準 額 (5)

収     実繰入額 (6) 実繰入額 (6)

基 準 額 (7)     基 準 額 (7)

益     実繰入額 (8) 実繰入額 (8)

 基 準 額 9,208 (9)     基 準 額 77,382 (9)

    実繰入額 9,208 (10) 実繰入額 77,382 (10)

基 準 額 (11)     (11)

実繰入額 (12) 実繰入額 (12)

基 準 額 (13) 基 準 額 (13)

(2) 実繰入額 (14)     実繰入額 (14)

基 準 額 (15) 基 準 額 (15)

営 実繰入額 (16)     実繰入額 (16)

基 準 額 (17) 基 準 額 (17)

実繰入額 (18)     実繰入額 (18)

業     基 準 額 5,195 (19) 基 準 額 23,727 (19)

実繰入額 5,195 (20) 実繰入額 23,727 (20)

    基 準 額 1,777 (21)     基 準 額 (21)

外 実繰入額 1,777 (22) 実繰入額 (22)

    基 準 額 (23) 基 準 額 (23)

実繰入額 (24) 実繰入額 (24)

収     基 準 額 (25) 基 準 額 (25)

実繰入額 (26) 　 実繰入額 (26)

    基 準 額 (27) 基 準 額 (27)

益 実繰入額 (28) 　 実繰入額 (28)

    基 準 額 (29) 基 準 額 (29)

実繰入額 (30) 実繰入額 (30)

    基 準 額 (31) 基 準 額 (31)

実繰入額 (32) 実繰入額 (32)

    基 準 額 (33) 基 準 額 (33)

実繰入額 (34) 　 実繰入額 (34)

    基 準 額 (35) 基 準 額 (35)

実繰入額 (36) 　 実繰入額 (36)

(37) 基 準 額 (37)

 (38) 実繰入額 (38)

基 準 額 (39) 基 準 額 (39)

実繰入額 (40) 実繰入額 (40)

基 準 額 2,236 (41) 基 準 額 12,965 (41)

実繰入額 2,236 (42) 実繰入額 12,965 (42)

基 準 額 (43) 基 準 額 12,965 (43)

実繰入額 (44) 実繰入額 12,965 (44)

基 準 額 (45) 基 準 額 (45)

実繰入額 (46) 実繰入額 (46)

基 準 額 (47) 基 準 額 (47)

実繰入額 (48) 実繰入額 (48)

    基 準 額 (49) 基 準 額 127,525 (49)

実繰入額 (50) 実繰入額 127,525 (50)

基 準 額 (51) 4. 営収 他会計負担金 (51)

実繰入額 (52) 業益 (52)

(53) 他会計補助金 (53)

(54) (54)

(3) (55) 他会計繰入金 (55)

実繰入額 (56) 他会計出資金 (56)

2. 基 準 額 101,109 (57) 他会計負担金 (57)

実繰入額 101,109 (58) 他会計補助金 (58)

    基 準 額 (59)       合        計 (59)

実繰入額 (60)  繰出基準等に基づくもの (60)

    基 準 額 (61)  そ      の       他 (61)

実繰入額 (62)  繰出基準等に基づくもの (62)

    基 準 額 (63)  そ      の       他 (63)

実繰入額 (64) 7. 基   準   外   繰   入   合   計 (64)

    基 準 額 (65) 01行27列のうち補正予算債分 (65)

実繰入額 (66) 01行28列のうち補正予算債分 (66)

02行23列のうち補正予算債分 (67)

02行24列のうち補正予算債分 (68)

ア

(ア)

(イ)

(ウ)

(エ)

(オ)

(カ)

行 行

都 道 府 県 名

団 体 名

愛媛県

宇和島市

統 合 水 道 （ 後 ）

（ 支 払 利 息 分 ）

高 料 金 対 策

水 源 開 発 対 策

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）

広 域 化 対 策

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）

統 合 水 道

（ 支払利息 分）

他 会 計 補 助 金

水道事業０１０

ア

(ア)

(イ)

他 会 計 負 担 金

消 火 栓

維 持 管 理 費

公共施設における

無償給水に要する

経 費

そ の 他

(キ)

(ク)

損

益

勘

定

繰

入

金

水 道 広 域 化 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

元 金 分 ）

水 道 広 域 化 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

支 払 利 息 分）

キ資

本

勘

定

繰

入

金

水 源 開 発 対 策

（ 建 設 仮 勘 定 以 外

支 払 利 息 分 ）

水 道 広 域 化 対 策

（ 建 設 仮 勘 定 以 外

支 払 利 息 分 ）

(コ)

(サ)

(ケ)

(シ)

カ

ケ

(ウ)

団 体 コ ー ド ３８２０３５

法 適 ・ 非 適 １ 法適用企業

施 設 名 ００１ 末端給水事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ３ 市営

黒・赤字別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

オ

未 普 及 地 域 解 消

安 全 対 策

（ 災 害 対 策 ）

コ
安 全 対 策

（ 保 安 対 策 ）

サ
安 全 対 策

（ 水質 安全対 策）

シ

水 道 水 源 開 発

（ 建設 仮勘定 以外

元 金 償 還 分 ）

ス

水 道 広 域 化 施 設

（ 建設 仮勘定 以外

元 金 償 還 分 ）

セ
統 合 水 道

（ 元 金 償 還 分 )

ソ

タ

チ

ト

ネ そ の 他

( 2 ) 他 会 計 負 担 金

ア 消 火 栓 設 置 費

イ
公 共 水 道

施 設 設 置 費

ウ そ の 他

繰 入 金 計

収

益

勘

定

繰

入

金

利 特

益 別 資

本

勘

定

繰

入

金

5. 収益勘定

他 会 計

借 入 金

6. 資本勘定

他 会 計

借 入 金

(02行)  (59)+(61)+(63)

簡 易 水 道

高 料 金 対 策

(セ)

基礎年金拠出金公

的 負 担

経 費

(ソ)

(タ)

(ト) そ の 他

ア 他会計繰入金

( 1 ) 他会計出資金・補助金

ア
水 道 水 源 開 発

（当年度支出分）

イ
水 道 広 域 化 施 設

（当年度支出分）

ウ
水 道 水 源 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

元 金 分 ）

エ

水 道 水 源 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

支 払 利 息 分 ）

資

本

勘

定

繰

入

金

(ス)
簡 易 水 道 事 業 の

統 合 に 要 す る 経 費

3.

実
繰
入
額
が
基
準
額
を
超
え
る

部
分
及
び
「
そ
の
他
」
実
繰
入
額

特利

別益

テ

ク
統 合 水 道 （ 後 ）

（ 元 金 償 還 分 ）

8.

営

業

外
益

収

(テ) 災 害 復 旧 費

ヌ 災 害 復 旧 費

臨時財政特例債等の償

還 に 要 す る 経 費

（ 元 金 分 ）

に 要 す る 経 費

（ 臨 時 措 置 分 ）

に 要 す る 経 費

（ 通 常 分 ）

簡易水道未普及解消

簡易水道の建設改良

簡易水道の建設改良

緊 急 対 策

簡易水道の建設改良

に 要 す る 経 費

（ 臨 時 措 置 分 ）

簡易水道の建設改良

に 要 す る 経 費

（ 通 常 分 ）

簡易水道未普及解消

緊 急 対 策

臨時財政特例債等の

（ 支 払 利 息 分 ）

償 還 に 要 す る 経 費

用 に 要 す る 経 費

地方公営企業法の適

児 童 手 当 に
要 す る 経 費

児 童 手 当 に
要 す る 経 費

(チ)

(ツ)

経営戦略の策定
に 要 す る 経 費

経営支援の活用
に 要 す る 経 費

ナ
経 営 戦 略 の 策 定
に 要 す る 経 費

ニ
経 営 支 援 の 活 用

に 要 す る 経 費

ツ
地 方 公 営 企 業 法 の

適 用 に 要 す る 経 費
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45　企業債年度別償還状況調

列番号 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

年　　　度 償　　還 政　　     　府　      　　資　      　　金 地方公共団体金融機構 市中銀行 市中銀行以外の金融機関

予 定 額 財政融資 (千円) 郵便貯金 (千円) 簡易生命保険(千円)  (千円)  (千円)  (千円)
平成29年度 元  　金 0 1 192,596 237,382 37,530

利　  子 0 2 35,202 45,933 1,953
平成30年度 元  　金 0 3 184,876 233,062 38,085

利　  子 0 4 31,713 42,278 1,399
平成31年度 元  　金 0 5 185,394 226,993 27,824

利　  子 0 6 28,267 38,647 876
平成32年度 元  　金 0 7 183,574 209,499 23,627

利　  子 0 8 24,762 35,056 487
平成33年度 元  　金 0 9 182,145 192,589 16,049

利　  子 1 0 21,242 31,632 175
平成34年度 元  　金 1 1 184,017 179,007

利　  子 1 2 17,650 28,525
平成35年度 元  　金 1 3 169,186 175,627

利　  子 1 4 14,162 25,611
平成36年度 元  　金 1 5 119,342 175,947

利　  子 1 6 11,355 22,764
平成37年度 元  　金 1 7 111,954 169,708

利　  子 1 8 9,112 19,985
平成38年度 元  　金 1 9 110,032 152,090

利　  子 2 0 7,180 17,458
平成39年度 元  　金 2 1 320,552 1,265,809
以　　　降 利　  子 2 2 24,953 116,981

起債前借額 2 3
合計（元金計＋起債前借額） 2 4 1,943,668 3,217,713 143,115

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)

水道事業（法適用）のうち

年　　　度 償　　還 市場公募債 共済組合 政府保証付外債 交付公債 その他 合計 簡易水道事業分

予 定 額  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)
平成29年度 元  　金 0 1 467,508

利　  子 0 2 83,088
平成30年度 元  　金 0 3 456,023

利　  子 0 4 75,390
平成31年度 元  　金 0 5 440,211

利　  子 0 6 67,790
平成32年度 元  　金 0 7 416,700

利　  子 0 8 60,305
平成33年度 元  　金 0 9 390,783

利　  子 1 0 53,049
平成34年度 元  　金 1 1 363,024

利　  子 1 2 46,175
平成35年度 元  　金 1 3 344,813

利　  子 1 4 39,773
平成36年度 元  　金 1 5 295,289

利　  子 1 6 34,119
平成37年度 元  　金 1 7 281,662

利　  子 1 8 29,097
平成38年度 元  　金 1 9 262,122

利　  子 2 0 24,638
平成39年度 元  　金 2 1 1,586,361
以　　　降 利　  子 2 2 141,934

起債前借額 2 3
合計（元金計＋起債前借額） 2 4 5,304,496

３８２０３５

１ 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別

経 営 主 体

水 源 区 分

３ 市営

１ 経常利益を生じた事業（黒字） ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価163円以上251円未満（末端）

用 途 区 分

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

２ 50％以上 80％未満

０１０ 水道事業

行

行

００１ 末端給水事業施 設 名

団 体 名

都 道 府 県 名

宇和島市

愛媛県

コ
ー
ド
３８２０３５４５ ０１０１

水
道
－

11
－
11

・「元金合計+起債前借額」は資金別にそれぞれ

24表「企業債に関する調」の現在高と一致する

こと

定額には含めないこと
を一括して23行に記入し、各年度の元金償還予
・起債前借額は決算日又は出納閉鎖日現在の額


